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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第41期
第１四半期
連結累計期間

第42期
第１四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日

自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日

自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日

売上高 (千円) 36,372,776 38,544,079 149,101,959

経常利益又は経常損失（△） (千円) 35,614 △415,024 1,763,444

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) 202,419 △377,696 393,593

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 209,336 △448,559 433,168

純資産額 (千円) 15,648,704 15,322,179 16,140,275

総資産額 (千円) 45,667,334 48,574,873 44,671,630

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 6.39 △11.93 12.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 6.38 ― 12.39

自己資本比率 (％) 34.1 30.9 35.4
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第42期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

 

 

EDINET提出書類

マックスバリュ中部株式会社(E03122)

四半期報告書

 3/17



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成26年３月１日から平成26年５月31日まで）におけるわが国経済は、政府・日銀

の各種政策により企業収益に改善の兆しが見られ、緩やかな景気回復基調が継続する一方で、円安による原材料価

格の上昇や原油価格の高騰に伴う電気料金の値上げ、４月に実施された消費増税による可処分所得の減少などによ

り、個人消費は依然として先行き不透明な状況が続き、生活必需品への節約志向はますます強くなる傾向となりま

した。

　このような状況の中、当社は安定的な成長を図り、成長を下支えする収益性の向上に取り組みました。

　成長戦略としては、名古屋市を中心とした愛知県内への店舗展開の加速に向け、平成26年４月１日付でイオン

マーケット株式会社より中部圏の６店舗を譲り受けました。また、同じく４月にマックスバリュ山城店（三重県四

日市市）、マックスバリュ エクスプレス瑞穂通店（名古屋市瑞穂区）の２店舗を新規出店しました。既存店舗の食

品ディスカウント業態への転換としては、３月にバリューセンター松阪高町店をザ・ビッグ エクスプレス松阪高町

店（三重県松阪市）としてリニューアルオープンしました。

　中国事業では、子会社の「永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司」が５月に食品スーパーマーケット２号店となる

マックスバリュ東環店（江蘇省蘇州市）をオープンしました。

　売上高の確保に向けては、３月には消費増税前の駆け込み需要の取り込み、４月・５月は増税後の反動減を最小

限に抑える施策を実施しました。また、火・水曜市やお客さま感謝デーなどの企画を一層強化するとともに、イオ

ンのグループ力を活かした商品調達や安全・安心を提供するイオンのブランド「トップバリュ」の販売強化、調理

時間の短縮につながるカット野菜や炒める・温めるだけの簡便商品の拡充などに継続的に取り組むとともに、来店

動機と客単価のアップにつなげるため、イオンの電子マネーＷＡＯＮ（ワオン）を活用した販促も積極的に実施し

ました。これらの取り組みにより、売上高既存比は99.7％と当初計画（97.5％）を上回って推移しました。また、

一部商品の価格据置に伴う利益率の低下や、値引率・廃棄率の改善スピードの遅れなどがあったものの荒利益率は

24.2％と前年同期並みとなりました。

　経費面では、本部スリム化の遅れ、電気料金の値上げ、電子マネーＷＡＯＮの利用拡大に伴う販促費の増加など

に加え、６店舗の譲受と２店舗の新規出店に伴う一時経費の影響が大きく、販売費及び一般管理費の増加が営業総

利益の伸びを大きく上回りました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益（売上高とその他の営業収入の合計）は396億２百万円（前年

同期比5.9％増）、営業損失は４億22百万円（前年同期は23百万円の営業利益）、経常損失は４億15百万円（前年同

期は35百万円の経常利益）、四半期純損失は３億77百万円（前年同期は２億２百万円の四半期純利益）となりまし

た。

 

EDINET提出書類

マックスバリュ中部株式会社(E03122)

四半期報告書

 4/17



 

(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、129億90百万円(前連結会計年度末比25.6％増)となりま

した。増減の主な内訳は、流動資産の「その他」が23億24百万円、商品が３億26百万円増加し、流動資産合計で26

億48百万円増加しております。

 

(固定資産)

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、355億84百万円(前連結会計年度末比3.7％増)となりま

した。増減の主な内訳は、有形固定資産が６億９百万円、差入保証金が４億77百万円増加し、固定資産合計で12億

54百万円増加しております。

 

(流動負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、243億93百万円(前連結会計年度末比10.5％増)となりま

した。増減の主な内訳は、買掛金が33億84百万円、未払金及び未払費用が６億７百万円増加しましたが、１年内返

済予定の長期借入金が13億63百万円、未払法人税等が６億32百万円減少し、流動負債合計で23億26百万円増加して

おります。

 

(固定負債)

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、88億58百万円(前連結会計年度末比37.1％増)となりま

した。増減の主な内訳は、長期借入金が21億55百万円増加し、固定負債合計で23億94百万円増加しております。

 

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、153億22百万円(前連結会計年度末比5.1％減)となりまし

た。増減の主な内訳は、四半期純損失の計上３億77百万円及び配当金の支払３億79百万円により利益剰余金が７億

57百万円減少し、純資産合計で８億18百万円減少しております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

マックスバリュ中部株式会社(E03122)

四半期報告書

 5/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,734,623 31,734,623
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
100株

計 31,734,623 31,734,623 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年４月８日

新株予約権の数(個) 97

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　   9,700　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間
平成26年６月10日～
平成41年６月９日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,078　(注)２
資本組入額　　539　(注)３

 
 
 
 

新株予約権の行使の条件

 

①　新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時にお

いても当社の取締役または監査役の地位にあることを

要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した

場合であっても、退任日から５年以内に限って権利行

使ができるものとする。

②　新株予約権については、その数の全数につき一括し

て行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供することはで
きない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割(又は併合)の比率

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式

数の調整を行う。

２　発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額(１株当たり１円)と付与日における新株予約権の公正な評価単

価(１株当たり1,077円)を合算しております。なお、各取締役に割当てられた新株予約権の公正な評価単価

相当額については、当該取締役のこれと同額の報酬債権をもって、付与日において合意相殺しております。

３　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年３月１日～
平成26年５月31日

― 31,734,623 ― 3,950,498 ― 5,441,207

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　
75,100　

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

31,653,900
316,539 ―

単元未満株式
普通株式　　

5,623　
― ―

発行済株式総数 31,734,623 ― ―

総株主の議決権 ― 316,539 ―
 

　

 

② 【自己株式等】

  平成26年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
マックスバリュ中部
株式会社

愛知県名古屋市中区
錦一丁目18番22号

75,100 ― 75,100 0.24

計 ― 75,100 ― 75,100 0.24
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年３月１日から平成

26年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年３月１日から平成26年５月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】

(1)　【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,083,652 2,891,895

  売掛金 145,518 222,290

  商品 3,384,398 3,711,146

  繰延税金資産 363,225 476,632

  その他 3,364,899 5,688,957

  貸倒引当金 △378 △720

  流動資産合計 10,341,316 12,990,201

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 14,653,176 14,996,182

   機械装置及び運搬具（純額） 134,804 161,251

   土地 7,939,288 7,938,155

   建設仮勘定 311,244 317,984

   その他（純額） 2,468,582 2,703,333

   有形固定資産合計 25,507,095 26,116,907

  無形固定資産   

   のれん 103,873 280,963

   その他 173,578 219,660

   無形固定資産合計 277,452 500,624

  投資その他の資産   

   投資有価証券 620,262 629,439

   繰延税金資産 2,371,096 2,354,300

   差入保証金 4,135,033 4,612,535

   その他 1,542,967 1,495,968

   貸倒引当金 △123,595 △125,104

   投資その他の資産合計 8,545,765 8,967,139

  固定資産合計 34,330,313 35,584,671

 資産合計 44,671,630 48,574,873

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 12,432,864 15,817,623

  短期借入金 20,000 40,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,706,003 1,342,582

  未払金及び未払費用 3,085,079 3,692,395

  未払法人税等 692,268 60,119

  未払消費税等 331,138 308,743

  賞与引当金 504,404 893,826

  役員業績報酬引当金 11,150 15,808

  店舗閉鎖損失引当金 9,000 28,282

  設備関係支払手形 446,469 786,409

  資産除去債務 35,388 22,344

  その他 1,793,757 1,385,848

  流動負債合計 22,067,525 24,393,982
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年５月31日)

 固定負債   

  長期借入金 1,280,600 3,436,580

  店舗閉鎖損失引当金 20,339 20,339

  その他の引当金 4,555 1,367

  長期預り保証金 3,275,332 3,391,410

  資産除去債務 1,371,839 1,418,104

  その他 511,162 590,908

  固定負債合計 6,463,829 8,858,710

 負債合計 28,531,354 33,252,693

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,950,498 3,950,498

  資本剰余金 7,610,039 7,610,039

  利益剰余金 4,271,582 3,513,972

  自己株式 △60,589 △60,659

  株主資本合計 15,771,531 15,013,850

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9,684 17,814

  為替換算調整勘定 33,058 △9,910

  その他の包括利益累計額合計 42,742 7,904

 新株予約権 73,168 83,615

 少数株主持分 252,833 216,809

 純資産合計 16,140,275 15,322,179

負債純資産合計 44,671,630 48,574,873
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年５月31日)

売上高 36,372,776 38,544,079

売上原価 27,567,745 29,221,017

売上総利益 8,805,030 9,323,061

その他の営業収入 1,022,456 1,058,086

営業総利益 9,827,487 10,381,148

販売費及び一般管理費 9,803,497 10,803,602

営業利益又は営業損失（△） 23,989 △422,453

営業外収益   

 受取利息 3,767 7,735

 受取配当金 1,905 1,944

 違約金収入 7,430 2,686

 その他 20,447 14,732

 営業外収益合計 33,552 27,099

営業外費用   

 支払利息 17,749 16,847

 貸倒引当金繰入額 - 1,509

 その他 4,177 1,313

 営業外費用合計 21,926 19,670

経常利益又は経常損失（△） 35,614 △415,024

特別利益   

 固定資産売却益 20,168 -

 受取補償金 296,000 10,000

 特別利益合計 316,168 10,000

特別損失   

 減損損失 - 28,608

 本社移転費用 22,952 -

 その他 - 2,860

 特別損失合計 22,952 31,468

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

328,830 △436,492

法人税、住民税及び事業税 123,659 46,462

法人税等調整額 2,751 △79,976

法人税等合計 126,410 △33,514

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

202,419 △402,978

少数株主損失（△） - △25,282

四半期純利益又は四半期純損失（△） 202,419 △377,696
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

202,419 △402,978

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6,916 8,130

 為替換算調整勘定 - △53,710

 その他の包括利益合計 6,916 △45,580

四半期包括利益 209,336 △448,559

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 209,336 △412,534

 少数株主に係る四半期包括利益 - △36,024
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

減価償却費 643,513千円 662,984千円

のれんの償却額 86,605千円 83,330千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月22日
定時株主総会

普通株式 254,342 10 平成25年２月28日 平成25年５月23日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、平成25年３月１日付でマックスバリュ中京株式会社と合併いたしました。この結果、当第１四半期連結

会計期間において、資本金が100百万円、資本剰余金が2,193百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末におい

て、資本金が3,950百万円、資本剰余金が7,609百万円となっております。　

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日)

　　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月21日
定時株主総会

普通株式 379,914 12 平成26年２月28日 平成26年５月22日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　　　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

 当社グループは、商品小売事業及びこれらに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となるセグメントがないた

め記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四
半　　　
　　期純損失金額（△）

6円39銭 △11円93銭

　　(算定上の基礎)   

　　四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）
　　（千円）

202,419 △377,696

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

　　普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損
　　失金額（△）（千円）

202,419 △377,696

　　普通株式の期中平均株式数(株) 31,659,189 31,659,446

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円38銭 ―

　　(算定上の基礎)   

　　四半期純利益調整額(千円) ─ ―

　　普通株式増加数(株) 84,980 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

─ ―

 

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年７月10日
 

マ　ッ　ク　ス　バ　リ　ュ　中　部　株　式　会　社

　　　　取　　締　　役　　会　　御　　中
 

 

有限責任監査法人  ト　ー　マ　ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　水　　野　　信　　勝　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　西　　川　　福　　之　　印

 

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ

中部株式会社の平成26年３月１日から平成27年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年３月１

日から平成26年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年３月１日から平成26年５月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ中部株式会社及び連結子会社の平成26年５月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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